
○森町不妊治療費助成事業実施要綱 

平成２８年３月２２日 

訓令第４号 

改正 令和３年９月１５日訓令第１２号 

令和４年３月３１日訓令第６号 

(目的) 

第１条 この要綱は、不妊治療に要する費用の一部を助成することにより、不妊治

療を行っている夫婦の経済的負担を軽減し、少子化対策の充実を図ることを目的

とする。 

(対象となる治療) 

第２条 助成対象となる治療は、次のいずれかに該当する不妊治療とする。ただ

し、夫婦以外の第三者から提供を受けた精子、卵子並びに胚による不妊治療又は

代理母並びに借り腹によるものを除く。 

(1) 体外受精、顕微授精(卵胞が発育しない等の理由により卵子採取以前に中止

した場合を除き、医師の判断に基づき、やむを得ず治療を中断した場合を含

む。以下「特定不妊治療」という。) 

(2) 医師が必要と認めた不妊の検査や手術、タイミング法、薬物療法、人工授精

等。(以下「一般不妊治療」という。) 

(対象者等) 

第３条 治療費の助成の対象となる者は、前条に掲げる不妊治療以外の治療法によ

っては妊娠の見込みがない、又は極めて少ないと医師に診断され、かつ、実際に

治療を受けた者のうち、次の全ての要件に該当するものとする。 

(1) 夫婦ともに森町に住民登録を有した日以降に行う治療であり、かつ治療終了

後も森町に住民登録を有し、生活する見込みがあること。 

(2) 治療開始時において、法律上の婚姻をしている夫婦であること。 

(3) 治療開始時において、医療保険各法による被保険者、組合員若しくは被扶養

者であること。 

(4) １回の治療開始時において、妻の年齢が４３歳に達していないこと。 

(5) 申請日現在において、夫婦いずれも、申請日の属する前年度分までの町税、

各種使用料及びその他町長が認める事項に未納が無いこと。 

(助成内容) 

第４条 助成の額は、平成２８年４月１日以降に実施された特定不妊治療及び一般

不妊治療に係る自己負担額のうち、次の各号に掲げる額とする。ただし、その額

に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

(1) 特定不妊治療の助成額は、治療に要した医療費の自己負担額に対して、１回

の治療につき２０万円までとし、通算５年間で１０回を超えないものとする。 

(2) 一般不妊治療の助成額は、対象者が一般不妊治療を受けた日の属する年度ご

とに、検査および治療に要した医療費の自己負担額に対して、１年度あたり１



０万円を限度として通算５年間助成する。 

(交付申請) 

第５条 助成を受けようとする者は、関係書類を添えて不妊治療を行った日の属す

る年度内に町長に申請するものとする。ただし、町長が認めた場合はこの限りで

はない。 

(1) 森町不妊治療費助成事業申請書(様式第１号) 

(2) 森町特定不妊治療医療機関等証明書(様式第２号)又は森町一般不妊治療費助

成事業受診等証明書(様式第３号) 

(3) 法律上の婚姻をしている夫婦であることを証明できる書類(住民基本台帳で

確認できる場合は不要) 

(4) 不妊治療に要した費用の領収書又はその写し 

(5) 健康保険証又はその写し 

(6) 振込先金融機関口座確認書類 

(助成金の交付決定等) 

第６条 町長は、前条の規定による申請書を受理した時は、その内容を審査し、助

成金の交付又は不交付の決定をしたときは、森町不妊治療費助成金交付(不交付)

決定通知書(様式第４号)により、申請者に通知する。 

(台帳の整備) 

第７条 町長は、本事業の適正な執行のため、森町不妊治療費助成台帳(様式第５

号)を備えるものとする。 

(助成金の返還) 

第８条 町長は、申請書等の虚偽の記載、その他の不正行為により助成金の交付を

受けた者があるときは、その者から交付した助成金の全部又は一部を返還させる

ことができる。 

(その他) 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則(令和３年訓令第１２号) 

(施行期日) 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

２ この訓令の施行の際現に提出されている改正前の訓令の規定に基づいて提出さ

れている様式(次項において旧様式という。)は、改正後の各訓令の規定による様

式とみなす。 

３ この訓令の施行の際現にある旧様式については、当分の間、所要事項を調整し



て使用することができる。 

附 則(令和４年訓令第６号) 

(施行期日) 

１ この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この要綱の施行の日前に治療を受けたときの森町不妊治療助成事業実施要綱第

５条に係る交付申請については、なお従前の例による。 


